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【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

 固定資産 16,026,087,067  固定負債 6,503,392,062

    有形固定資産 15,179,939,542     地方債 5,845,447,874

      事業用資産 12,230,938,414     長期未払金 -

        土地 2,115,338,318     退職手当引当金 650,331,088

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,637,613,877     その他 7,613,100

        建物減価償却累計額 △ 6,697,854,450  流動負債 897,780,503

        工作物 4,027,373,946     １年内償還予定地方債 732,698,849

        工作物減価償却累計額 △ 1,284,736,477     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 159,526,065

        航空機 -     預り金 460,149

        航空機減価償却累計額 -     その他 5,095,440

        その他 - 負債合計 7,401,172,565

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,433,203,200  固定資産等形成分 16,026,087,067

インフラ資産 15,870,400  余剰分（不足分） △ 7,263,900,310

土地 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 72,800,000

工作物減価償却累計額 △ 56,929,600

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 19,748,377,127

物品減価償却累計額 △ 16,815,246,399

無形固定資産 7,210,160

ソフトウェア 7,210,160

      その他 -

    投資その他の資産 838,937,365

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 202,372

      長期貸付金 -

      基金 838,735,702

        減債基金 -

        その他 838,735,702

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 709

 流動資産 137,272,255

    現金預金 137,118,535

    未収金 157,500

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 3,780 純資産合計 8,762,186,757

資産合計 16,163,359,322 負債及び純資産合計 16,163,359,322

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

  経常費用 5,189,221,208

    業務費用 4,990,532,162

      人件費 2,048,451,345

        職員給与費 1,887,328,625

        賞与等引当金繰入額 159,526,065

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 1,596,655

      物件費等 2,923,034,493

        物件費 1,715,459,207

        維持補修費 553,587,325

        減価償却費 653,987,961

        その他 -

      その他の業務費用 19,046,324

        支払利息 13,802,512

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 5,243,812

    移転費用 198,689,046

      補助金等 194,615,546

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 4,073,500

  経常収益 1,092,166,124

    使用料及び手数料 937,303,942

    その他 154,862,182

純経常行政コスト 4,097,055,084

  臨時損失 4

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 4

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 4,096,840,090

    その他 -

  臨時利益 214,998

    資産売却益 214,998
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【様式第3号】

（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 7,419,980,717 15,272,846,957 △ 7,852,866,240

  純行政コスト（△） △ 4,096,840,090 △ 4,096,840,090

  財源 5,439,046,130 5,439,046,130

    税収等 5,438,353,130 5,438,353,130

    国県等補助金 693,000 693,000

  本年度差額 1,342,206,040 1,342,206,040

  固定資産等の変動（内部変動） 753,240,110 △ 753,240,110

    有形固定資産等の増加 1,615,494,825 △ 1,615,494,825

    有形固定資産等の減少 △ 653,987,967 653,987,967

    貸付金・基金等の増加 57,007,203 △ 57,007,203

    貸付金・基金等の減少 △ 265,273,951 265,273,951

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,342,206,040 753,240,110 588,965,930

本年度末純資産残高 8,762,186,757 16,026,087,067 △ 7,263,900,310

純資産変動計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

 業務支出 4,537,760,705

    業務費用支出 4,339,071,659

      人件費支出 2,050,978,803

      物件費等支出 2,269,046,532

      支払利息支出 13,802,512

      その他の支出 5,243,812

    移転費用支出 198,689,046

      補助金等支出 194,615,546

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 4,073,500

 業務収入 6,488,035,264

    税収等収入 5,438,353,130

    国県等補助金収入 693,000

    使用料及び手数料収入 937,465,500

    その他の収入 111,523,634

 臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

 臨時収入 -

業務活動収支 1,950,274,559

【投資活動収支】

 投資活動支出 1,671,815,529

    公共施設等整備費支出 1,615,494,825

    基金積立金支出 56,320,704

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

 投資活動収入 265,169,893

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 264,954,893

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 215,000

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,406,645,636

【財務活動収支】

 財務活動支出 643,411,303

    地方債償還支出 634,685,863

    その他の支出 8,725,440

 財務活動収入 134,200,000

    地方債発行収入 134,200,000

前年度末歳計外現金残高 505,181

本年度歳計外現金増減額 △ 45,032

本年度末歳計外現金残高 460,149

本年度末現金預金残高 137,118,535

    その他の収入 -

財務活動収支 △ 509,211,303

本年度資金収支額 34,417,620

前年度末資金残高 102,240,766

本年度末資金残高 136,658,386
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一般会計等財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 
（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア昭和 59 年度以前に取得したもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

イ昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 6 年～50 年 

工作物 7 年～60 年 

物品 2 年～17 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

（ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・リース期間定額法
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（４） 引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権について、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

② 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち置賜広域行政事務

組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 賞与等引当金

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５） リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以

下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６） 資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物（置賜広域行政事務組合資金管理方針において、歳計現金等の保管方法

として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①建物、工作物、物品及びソフトウェアの計上基準

建物、工作物、物品及びソフトウェアについては、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は

300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 
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２ 重要な後発事象 
該当事項はありません。 

３ 偶発債務 
該当事項はありません。 

４ 追加情報 
（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

ふるさと市町村圏事業費特別会計

消防特別会計

②一般会計等と普通会計の対象範囲に相違はありません。

③地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

④繰越事業に係る将来の支出予定額 ０円 

（２） 貸借対照表に係る事項

①減債基金に係る積立不足額 なし

②地方自治法第 234 条の 3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

12,708,540 円

（３） 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金および基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。
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（４） 資金収支計算書に係る事項

①既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 6,989,645,923 円 6,852,987,537 円 

繰越金に伴う差額 △102,240,766 円 －円 

資金収支計算書 6,887,405,157 円 6,852,987,537 円 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 1,950,274,559 円 

投資活動収支の国県等補助金収入 0 円 

未収債権額の増加 △161,558 円

基金の増加 192,300 円

減価償却費 △653,987,961 円

賞与等引当金繰入額（増減額） 2,527,458 円 

退職手当引当金繰入額（増減額） 43,134,352 円 

徴収不能引当金繰入額（増減額） 11,896 円 

資産売却益 214,998 円 

資産除売却損 △4 円

純資産変動計算書の本年度差額 1,342,206,040 円 

③ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 553,653,000 円 （一般会計当初予算に定めた額） 

一時借入金に係る利子額 －円 

- 8 -



1
.貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
産
項
目
の
明
細

①
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

 前
年
度
末
残
高
 

(A
)

 本
年
度
増
加
額
 

(B
)

 本
年
度
減
少
額
 

(C
)

 本
年
度
末
残
高
 

(A
)+
(B
)-
(C
) 

(D
)

 本
年
度
末
 

減
価
償
却
累
計
額
 

(E
)

 本
年
度
減
価
償
却
額
 

(F
)

 差
引
本
年
度
末
残
高
 

(D
)-
(E
) 

(G
)

事
業
用
資
産

1
9
,9
4
3
,8
2
1
,3
9
1

4
,1
3
8
,2
7
2
,2
7
0

3
,8
6
8
,5
6
4
,3
2
0

2
0
,2
1
3
,5
2
9
,3
4
1

7
,9
8
2
,5
9
0
,9
2
7

4
1
6
,1
8
9
,6
4
2

1
2
,2
3
0
,9
3
8
,4
1
4

　
土
地

1
,8
6
3
,1
2
5
,8
2
4

2
5
2
,2
1
2
,4
9
4

-
2
,1
1
5
,3
3
8
,3
1
8

-
-

2
,1
1
5
,3
3
8
,3
1
8

　
立
木
竹

-
-

-
-

-
-

-
　
建
物

1
2
,3
8
2
,2
3
7
,3
4
9

2
5
5
,3
7
6
,5
2
8

-
1
2
,6
3
7
,6
1
3
,8
7
7

6
,6
9
7
,8
5
4
,4
5
0

3
7
0
,8
3
2
,9
6
3

5
,9
3
9
,7
5
9
,4
2
7

　
工
作
物

1
,7
7
8
,9
7
0
,2
3
8

2
,2
4
8
,4
0
3
,7
0
8

-
4
,0
2
7
,3
7
3
,9
4
6

1
,2
8
4
,7
3
6
,4
7
7

4
5
,3
5
6
,6
7
9

2
,7
4
2
,6
3
7
,4
6
9

　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-
　
浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
　
建
設
仮
勘
定

3
,9
1
9
,4
8
7
,9
8
0

1
,3
8
2
,2
7
9
,5
4
0

3
,8
6
8
,5
6
4
,3
2
0

1
,4
3
3
,2
0
3
,2
0
0

-
-

1
,4
3
3
,2
0
3
,2
0
0

イ
ン
フ
ラ
資
産

7
2
,8
0
0
,0
0
0

-
-

7
2
,8
0
0
,0
0
0

5
6
,9
2
9
,6
0
0

1
,2
3
7
,6
0
0

1
5
,8
7
0
,4
0
0

　
土
地

-
-

-
-

-
-

-
　
建
物

-
-

-
-

-
-

-
　
工
作
物

7
2
,8
0
0
,0
0
0

-
-

7
2
,8
0
0
,0
0
0

5
6
,9
2
9
,6
0
0

1
,2
3
7
,6
0
0

1
5
,8
7
0
,4
0
0

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
　
建
設
仮
勘
定

-
-

-
-

-
-

-
物
品

1
8
,4
4
7
,2
6
1
,0
0
9

1
,3
4
5
,7
8
6
,8
7
5

4
4
,6
7
0
,7
5
7

1
9
,7
4
8
,3
7
7
,1
2
7

1
6
,8
1
5
,2
4
6
,3
9
9

2
3
2
,3
8
9
,6
9
5

2
,9
3
3
,1
3
0
,7
2
8

合
計

3
8
,4
6
3
,8
8
2
,4
0
0

5
,4
8
4
,0
5
9
,1
4
5

3
,9
1
3
,2
3
5
,0
7
7

4
0
,0
3
4
,7
0
6
,4
6
8

2
4
,8
5
4
,7
6
6
,9
2
6

6
4
9
,8
1
6
,9
3
7

1
5
,1
7
9
,9
3
9
,5
4
2

②
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

 生
活
イ
ン
フ
ラ
・
 

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防
・
警
察

総
務

合
計

事
業
用
資
産

3
8
9
,9
9
4

-
1
,3
4
5
,9
2
5
,5
9
4

8
,2
0
7
,9
6
3
,9
8
4

-
1
,8
1
9
,5
1
3
,8
7
1

8
5
7
,1
4
4
,9
7
1

1
2
,2
3
0
,9
3
8
,4
1
4

　
土
地

-
-

1
1
5
,8
6
8
,7
3
1

1
,7
3
2
,4
9
7
,3
3
0

-
-

2
6
6
,9
7
2
,2
5
7

2
,1
1
5
,3
3
8
,3
1
8

　
立
木
竹

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
物

-
-

6
,8
5
4
,6
6
2

3
,8
0
6
,4
0
1
,5
9
6

-
1
,7
6
4
,2
3
7
,4
9
3

3
6
2
,2
6
5
,6
7
6

5
,9
3
9
,7
5
9
,4
2
7

　
工
作
物

3
8
9
,9
9
4

-
1

2
,6
6
9
,0
6
5
,0
5
8

-
5
5
,2
7
6
,3
7
8

1
7
,9
0
6
,0
3
8

2
,7
4
2
,6
3
7
,4
6
9

　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

　
浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

-
-

1
,2
2
3
,2
0
2
,2
0
0

-
-

-
2
1
0
,0
0
1
,0
0
0

1
,4
3
3
,2
0
3
,2
0
0

イ
ン
フ
ラ
資
産

-
-

-
1
5
,8
7
0
,4
0
0

-
-

-
1
5
,8
7
0
,4
0
0

　
土
地

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
物

-
-

-
-

-
-

-
-

　
工
作
物

-
-

-
1
5
,8
7
0
,4
0
0

-
-

-
1
5
,8
7
0
,4
0
0

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

-
-

-
-

-
-

-
-

物
品

-
-

3
,3
1
3
,1
6
5

2
,6
6
7
,4
2
7
,4
9
9

-
2
5
4
,1
0
6
,2
4
9

8
,2
8
3
,8
1
5

2
,9
3
3
,1
3
0
,7
2
8

合
計

3
8
9
,9
9
4

-
1
,3
4
9
,2
3
8
,7
5
9

1
0
,8
9
1
,2
6
1
,8
8
3

-
2
,0
7
3
,6
2
0
,1
2
0

8
6
5
,4
2
8
,7
8
6

1
5
,1
7
9
,9
3
9
,5
4
2

附
属
明
細
書
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③
基
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計



(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財
産
に
関
す
る



調
書
記
載
額

南
陽
や
す
ら
ぎ
荘
基
金

3
,4
9
6
,7
3
9

-
-

-
3
,4
9
6
,7
3
9

3
,4
9
6
,7
3
9

組
合
庁
舎
修
繕
基
金

3
0
,1
5
0
,1
5
4

-
-

-
3
0
,1
5
0
,1
5
4

3
0
,1
5
0
,1
5
4

余
熱
利
用
施
設
等
整
備
基
金

2
1
9
,1
6
4
,3
5
9

-
-

-
2
1
9
,1
6
4
,3
5
9

2
1
9
,1
6
4
,3
5
9

指
定
ご
み
袋
子
育
て
支
援
事
業
基
金

3
0
,0
0
0
,0
0
0

-
-

-
3
0
,0
0
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0
,0
0
0

置
賜
広
域
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
基
金

2
5
6
,1
6
4
,8
2
5

2
9
9
,7
5
9
,6
2
5

-
-

5
5
5
,9
2
4
,4
5
0

5
5
6
,1
6
4
,8
2
5

合
計

5
3
8
,9
7
6
,0
7
7

2
9
9
,7
5
9
,6
2
5

-  
-  

8
3
8
,7
3
5
,7
0
2

8
3
8
,9
7
6
,0
7
7
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④
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

(単
位
：
円
)

⑤
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

小
計

小
計

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

・
使
用
料
・
手
数
料

2
0
2
,3
7
2

7
0
9

・
使
用
料
・
手
数
料

1
5
7
,5
0
0

3
,7
8
0

小
計

2
0
2
,3
7
2

7
0
9

小
計

1
5
7
,5
0
0

3
,7
8
0

合
計

2
0
2
,3
7
2

7
0
9

合
計

1
5
7
,5
0
0

3
,7
8
0
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（
２
）
負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

(単
位
：
円
)

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

6
,5
7
8
,1
4
6
,7
2
3

  
  

7
3
2
,6
9
8
,8
4
9

  
  
 

1
,7
0
5
,4
8
7
,1
4
1

  
  

4
,3
4
3
,4
8
1
,0
8
2

  
  

5
0
3
,5
5
8
,5
0
0

  
  
  

2
5
,6
2
0
,0
0
0

  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
一
般
公
共
事
業

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
公
営
住
宅
建
設

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
災
害
復
旧

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
教
育
・
福
祉
施
設

4
,8
9
0
,4
7
2
,1
1
6

  
  

4
1
5
,3
5
7
,4
9
5

  
  
 

1
,7
0
5
,4
8
7
,1
4
1

  
  

2
,8
5
8
,9
8
3
,4
7
5

  
  

3
2
6
,0
0
1
,5
0
0

  
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
一
般
単
独
事
業

1
,6
8
7
,6
7
4
,6
0
7

  
  

3
1
7
,3
4
1
,3
5
4

  
  
 

-
  
  
 

1
,4
8
4
,4
9
7
,6
0
7

  
  

1
7
7
,5
5
7
,0
0
0

  
  
  

2
5
,6
2
0
,0
0
0

  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
そ
の
他

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

【
特
別
分
】

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
臨
時
財
政
対
策
債

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
減
税
補
て
ん
債

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
退
職
手
当
債

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
そ
の
他

-
  
  
 

-
  
  

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

　
合
計

6
,5
7
8
,1
4
6
,7
2
3

  
  

7
3
2
,6
9
8
,8
4
9

  
  
 

1
,7
0
5
,4
8
7
,1
4
1

  
  

4
,3
4
3
,4
8
1
,0
8
2

  
  

5
0
3
,5
5
8
,5
0
0

  
  
  

2
5
,6
2
0
,0
0
0

  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

-
  
  
 

そ
の
他
の



金
融
機
関

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体



金
融
機
構

市
中
銀
行
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

(単
位
：
円
)

地
方
債
残
高

1
.5
%
以
下

1
.5
%
超



2
.0
%
以
下

2
.0
%
超



2
.5
%
以
下

2
.5
%
超



3
.0
%
以
下

3
.0
%
超



3
.5
%
以
下

3
.5
%
超



4
.0
%
以
下

4
.0
%
超

(参
考
)


加
重
平
均



利
率

6
,5
7
8
,1
4
6
,7
2
3

6
,5
7
8
,1
4
6
,7
2
3

  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

0
.4
%

　
③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

(単
位
：
円
)

地
方
債
残
高

1
年
以
内

1
年
超



2
年
以
内

2
年
超



3
年
以
内

3
年
超



4
年
以
内

4
年
超



5
年
以
内

5
年
超



1
0
年
以
内

1
0
年
超



1
5
年
以
内

1
5
年
超



2
0
年
以
内

2
0
年
超

6
,5
7
8
,1
4
6
,7
2
3

7
3
2
,6
9
8
,8
4
9

  
  
  
 

7
4
9
,5
7
5
,5
4
8

  
  
  
 

6
5
3
,1
0
0
,3
2
2

  
  
  
 

6
3
5
,8
9
9
,9
3
2

  
  
  
 

5
8
6
,3
3
0
,6
6
7

  
  
  
 

2
,3
2
1
,8
1
6
,4
6
3

  
  
 

8
9
8
,7
2
4
,9
4
2

  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
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④
引
当
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
）

1
,3
0
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

5
9
9

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

7
0
9

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
）

1
5
,0
7
7

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1
1
,2
9
7

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

3
,7
8
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

退
職
手
当
引
当
金

6
9
3
,4
6
5
,4
4
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

4
3
,1
3
4
,3
5
2

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

6
5
0
,3
3
1
,0
8
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

賞
与
等
引
当
金

1
6
2
,0
5
3
,5
2
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
5
9
,5
2
6
,0
6
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
6
2
,0
5
3
,5
2
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1
5
9
,5
2
6
,0
6
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

合
計

8
5
5
,5
3
5
,3
4
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
5
9
,5
2
6
,0
6
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
6
2
,0
5
3
,5
2
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

4
3
,1
4
6
,2
4
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

8
0
9
,8
6
1
,6
4
2

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

本
年
度
減
少
額
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２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
補
助
金
等
の
明
細

(単
位
：
円
)

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

米
沢
市

1
,3
8
0
,0
0
9
浅
川
ふ
れ
あ
い
公
園
関
連
整
備
事
業
負
担
金

7
,5
9
5
,8
5
6
千
代
田
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
ア
ク
セ
ス
道
路
整
備
事
業
負
担
金

2
,7
8
1
,8
3
6
浅
川
ふ
れ
あ
い
公
園
関
連
整
備
事
業
負
担
金

7
,8
8
5
,0
7
0
町
道
馬
頭
中
島
線
整
備
事
業
負
担
金

計
1
9
,6
4
2
,7
7
1

人
財
育
成
事
業
参
加
者
研
修
補
助
金

外
部
研
修
受
講
者

2
5
8
,0
8
0
人
と
地
域
を
つ
な
ぐ
事
業
　
外
部
研
修
受
講
補
助
金

山
形
県
市
町
村
職
員
退
職
手
当
組
合
負
担
金

山
形
県
市
町
村
退
職
手
当
組
合

1
7
4
,7
1
4
,6
9
5
山
形
県
市
町
村
職
員
退
職
手
当
組
合
負
担
金

計
1
7
4
,9
7
2
,7
7
5

合
計

1
9
4
,6
1
5
,5
4
6

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

ア
ク
セ
ス
道
路
整
備
負
担
金

高
畠
町

そ
の
他
の
補
助
金
等
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３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
財
源
の
明
細

(単
位
：
円
)

会
計

区
分

金
額

3
,1
8
2
,4
5
1
,1
3
0

  3
,1
8
2
,4
5
1
,1
3
0

  

-  

計
-  

廃
棄
物
処
理
施
設
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
事
業
費
補
助
金

6
9
3
,0
0
0

  

計
6
9
3
,0
0
0

  6
9
3
,0
0
0

  

3
,1
8
3
,1
4
4
,1
3
0

  2
,2
5
5
,9
0
2
,0
0
0

  2
,2
5
5
,9
0
2
,0
0
0

  

-  

計
-  -  

計
-  -  

2
,2
5
5
,9
0
2
,0
0
0

  5
,4
3
8
,3
5
3
,1
3
0

  

6
9
3
,0
0
0

  

5
,4
3
9
,0
4
6
,1
3
0

  

税
収
等
　
計

消
防
特
別
会
計

税
収
等

小
計

分
担
金
及
び
負
担
金
（
分
担
金
）

国
県
等
補
助
金

合
　
　
計

財
源
の
内
容

一
般
会
計

税
収
等

分
担
金
及
び
負
担
金
（
分
担
金
）

小
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的



補
助
金

小
計

合
計

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

小
計

合
計

国
県
等
補
助
金
　
計

経
常
的



補
助
金
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（
２
）
財
源
情
報
の
明
細

(単
位
：
円
)

純
行
政
コ
ス
ト

4
,0
9
6
,8
4
0
,0
9
0

  
6
9
3
,0
0
0

  
-  

3
,3
2
5
,9
7
1
,6
0
8

  
7
7
0
,1
7
5
,4
8
2

  

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

1
,6
1
5
,4
9
4
,8
2
5

  
-  

1
3
4
,2
0
0
,0
0
0

  
1
,4
8
1
,2
9
4
,8
2
5

  
-  

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

5
7
,0
0
7
,2
0
3

  
-  

-  
5
7
,0
0
7
,2
0
3

  
-  

そ
の
他

-  
-  

-  
-  

-  

合
計

5
,7
6
9
,3
4
2
,1
1
8

  
6
9
3
,0
0
0

  
1
3
4
,2
0
0
,0
0
0

  
4
,8
6
4
,2
7
3
,6
3
6

  
7
7
0
,1
7
5
,4
8
2

  

区
分

金
額

内
訳

国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他
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４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
い
預
金

1
3
6
,6
5
8
,3
8
6

合
計

1
3
6
,6
5
8
,3
8
6
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【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

 固定資産 17,228,320,906  固定負債 7,706,574,211

    有形固定資産 15,179,939,542     地方債等 5,845,447,874

      事業用資産 12,230,938,414     長期未払金 -

        土地 2,115,338,318     退職手当引当金 1,853,513,237

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,637,613,877     その他 7,613,100

        建物減価償却累計額 △ 6,697,854,450  流動負債 897,944,402

        工作物 4,027,373,946     １年内償還予定地方債等 732,698,849

        工作物減価償却累計額 △ 1,284,736,477     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 159,676,289

        航空機 -     預り金 473,824

        航空機減価償却累計額 -     その他 5,095,440

        その他 - 負債合計 8,604,518,613

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,433,203,200  固定資産等形成分 17,228,320,906

インフラ資産 15,870,400  余剰分（不足分） △ 8,462,274,529

土地 -  他団体出資等分 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 72,800,000

工作物減価償却累計額 △ 56,929,600

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 19,748,377,127

物品減価償却累計額 △ 16,815,246,399

無形固定資産 7,210,160

ソフトウェア 7,210,160

      その他 -

    投資その他の資産 2,041,171,204

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 202,372

      長期貸付金 -

      基金 2,040,969,541

        減債基金 -

        その他 2,040,969,541

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 709

 流動資産 142,244,084

    現金預金 142,090,364

    未収金 157,500

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 3,780

 繰延資産 - 純資産合計 8,766,046,377

資産合計 17,370,564,990 負債及び純資産合計 17,370,564,990

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：円）

4,108,365,704

    資産売却益 3,711,965

    その他 -

純行政コスト

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 3,711,965

  臨時損失 4

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 4

    使用料及び手数料 937,303,942

    その他 161,644,899

純経常行政コスト 4,112,077,665

      社会保障給付 26,579

      その他 4,073,500

  経常収益 1,098,948,841

        その他 5,243,812

    移転費用 24,063,901

      補助金等 19,963,822

      その他の業務費用 19,046,324

        支払利息 13,802,512

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 553,587,325

        減価償却費 653,987,961

        その他 -

        その他 1,652,027

      物件費等 2,923,393,766

        物件費 1,715,818,480

        職員給与費 1,889,118,479

        賞与等引当金繰入額 159,676,289

        退職手当引当金繰入額 194,075,720

  経常費用 5,211,026,506

    業務費用 5,186,962,605

      人件費 2,244,522,515

連結行政コスト計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 7,429,790,822 16,399,446,862 △ 8,969,656,040 -

 純行政コスト（△） △ 4,108,365,704 △ 4,108,365,704 -

  財源 5,439,046,130 5,439,046,130 -

    税収等 5,438,353,130 5,438,353,130 -

    国県等補助金 693,000 693,000 -

 本年度差額 1,330,680,426 1,330,680,426 -

 固定資産等の変動（内部変動） 828,874,044 △ 828,874,044

    有形固定資産等の増加 1,615,494,825 △ 1,615,494,825

    有形固定資産等の減少 △ 653,987,967 653,987,967

    貸付金・基金等の増加 132,641,137 △ 132,641,137

    貸付金・基金等の減少 △ 265,273,951 265,273,951

 資産評価差額 - -

 無償所管換等 - -

 他団体出資等分の増加 - -

 他団体出資等分の減少 - -

 比例連結割合変更に伴う差額 5,575,129 - 5,575,129 -

  その他 - - -

 本年度純資産変動額 1,336,255,555 828,874,044 507,381,511 -

本年度末純資産残高 8,766,046,377 17,228,320,906 △ 8,462,274,529 -

連結純資産変動計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 967,764

本年度歳計外現金増減額 △ 493,940

本年度末歳計外現金残高 473,824

本年度末現金預金残高 142,090,364

財務活動収支 △ 509,211,303

本年度資金収支額 23,050,940

前年度末資金残高 112,972,156

本年度末資金残高 141,616,540

比例連結割合変更に伴う差額 5,593,444

    地方債等償還支出 634,685,863

    その他の支出 8,725,440

 財務活動収入 134,200,000

    地方債等発行収入 134,200,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 3,711,967

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,478,782,603

【財務活動収支】

 財務活動支出 643,411,303

    その他の支出 -

 投資活動収入 268,666,860

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 264,954,893

    貸付金元金回収収入 -

 投資活動支出 1,747,449,463

    公共施設等整備費支出 1,615,494,825

    基金積立金支出 131,954,638

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

 臨時収入 -

業務活動収支 2,011,044,846

【投資活動収支】

    税収等収入 5,438,353,130

    国県等補助金収入 693,000

    使用料及び手数料収入 937,465,500

    その他の収入 118,306,351

 臨時支出 -

    移転費用支出 24,063,901

      補助金等支出 19,963,822

      社会保障給付支出 26,579

      その他の支出 4,073,500

 業務収入 6,494,817,981

    業務費用支出 4,459,709,234

      人件費支出 2,171,257,105

      物件費等支出 2,269,405,805

      支払利息支出 13,802,512

      その他の支出 5,243,812

連結資金収支計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

 業務支出 4,483,773,135
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連結財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 
（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア昭和 59 年度以前に取得したもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

イ昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 6 年～50 年 

工作物 7 年～60 年 

物品 2 年～17 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

（ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・リース期間定額法

（４） 引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権について、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

② 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。
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③賞与等引当金

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５） リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以

下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６） 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅

少なもので、流動性の高い投資をいいます。ただし、一般会計等においては、置賜広域行政事務組

合資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

（７） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２ 重要な後発事象 
該当事項はありません。 

３ 偶発債務 
該当事項はありません。 

４ 追加情報 
（１） 連結対象団体（会計）

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

山形県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.04061％ 

連結の方法は次のとおりです。 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

（２） 出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
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